
1｜               ｜研究員の眼 2021-01-04｜Copyright ©2021 NLI Research Institute All rights reserved 

 

米国では新型コロナの感染拡大に伴い在宅勤務者が急増した。労働統計局（ＢＬＳ）が 20年 5月から公

表を開始した新型コロナを原因とする在宅勤務者

数は、5 月に 4,870 万人（就業者の 35.4％）とな

った後低下したものの、20 年 11 月でも 3,274 万

人（同 21.8％）に上っている（図表 1）。 

また、20 年 11 月の在宅勤務者の産業別就業シ

ェアは、情報や金融業では就業者の 4 割超が在宅

勤務を行っている一方、娯楽・宿泊業で 7％、建設

業で 8％、卸売、小売業などの商業、運輸・公益で

11％と乖離がみられており、業種によって在宅勤

務との親和性が異なっていることが分かる（図表

2）。さらに、親和性の低い娯楽・宿泊や小売業では、新型コロナの感染拡大に伴い感染対策として対面ビ

ジネスが大きく制限されたことの影響を受けて、大幅な雇用喪失に見舞われた。もっとも、同じく就業シ

ェアが低い建設業では前述の業種とは異なり感染リスクが低い屋外での作業が中心となっているほか、政

（図表 1） 

 

（図表 2） 

 

35.4

31.3

26.4

24.3
22.7 21.2 21.8

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

20/5 20/6 20/7 20/8 20/9 20/10 20/11

新型コロナが原因の在宅勤務就業者

就業者数 就業シェア（右軸）

（万人） （％）

（注）過去4週間のある時点で新型コロナが原因でテレワークか在宅勤務をしたと回答した就業者と

全体の就業者数に対するシェア。新型コロナ流行前から在宅勤務していた就業者は含まない
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府によりエッセンシャルワーカーに指定されたことで経済活動制限の対象外となっており、雇用への影響

は限定的となった。このため、在宅勤務の親和性の低い業種内でも新型コロナに伴う雇用への影響は一様

ではない。 

一方、在宅勤務に関してピューリサーチが 10月に実施した調査1では、「自宅からほとんどの業務が可能」

と回答した就業者の 20％が新型コロナ流行前から程度の差こそあれ在宅勤務を行っていたことが示された

（図表 3）。また、調査時点では就業時間「全てが在宅勤務」との回答が 55％に上ったほか、「ほぼ在宅勤

務」や「一部在宅勤務」などを含めると 8割超が在宅勤務を行っている結果となった。 

次に、「全て在宅勤務」と「ほぼ在宅勤務」と回答した就業者を対象にした在宅勤務の理由に関する調査

では、過半数の 52％が「職場が閉鎖または利用不能となった」ことを挙げた一方、29％は職場が閉鎖され

ていないにも関わらず、自ら「職場で働かないことを選択」したことも示された（図表 4）。 

 

自ら在宅勤務を選択した理由としては、「在宅勤務を好む」ことを主な理由とした回答が 60％、些細な理

由とした回答が 29％と合わせて 89％に上ったほか、「新型コロナ感染に対する懸念」が主な理由とした回

答が 57％、些細な理由が 22％の合計 79％と多くの就業者が職場での感染リスクを懸念していることが分

かる。 

一方、新型コロナ流行前後の変化に関す

る質問では、就業時間の大部分で在宅勤務

を行っている就業者（以下、在宅勤務者）の

57％が「同僚とのつながりが希薄になる」

と回答しており、在宅勤務によって同僚と

コミュニケーションをとることの難しさが

示されている（図表 5）。また、在宅勤務者

の 33％が「より多くの時間を働いている」

と指摘しており、長時間労働が在宅勤務の

デメリットとして認識されているようだ。 

 
1 https://www.pewsocialtrends.org/2020/12/09/how-the-coronavirus-outbreak-has-and-hasnt-changed-the-way-

americans-work/ 
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もっとも、長時間労働が指摘される一方で在宅勤務者の 40％が「勤務時間をより柔軟に選択できる」と

回答しているほか、「仕事と家庭の両立が容易になる」との回答も在宅勤務の 29％となるなど、在宅勤務の

メリットも指摘されている。 

最後に、在宅勤務が可能な就業者を対象に、現

在の新型コロナが終息した後も在宅勤務を継続し

たいかとの問いに対しては 27％が就業時間「全て

を在宅勤務」とすることを希望しているほか、「ほ

ぼ在宅勤務」とすることを希望しているとの回答

も 27％となっており、過半数の 54％が在宅勤務の

継続を希望している（図表 6）。 

米国では足元で新型コロナの感染拡大に歯止め

がかかっておらず、当面は感染者数の高止まりが

見込まれている。もっとも、12月上旬からファイ

ザーやモデルナが開発した新型コロナウイルスのワクチン接種が始まっており、感染終息にむけた希望も

でてきた。今後、新型コロナの感染が落ち着き、閉鎖されていた職場が再開されるほか、職場での感染懸

念が後退することで、就業者の職場復帰が予想される。 

しかしながら、新型コロナの感染拡大で在宅勤務を経験した多くの就業者が在宅勤務のメリットを認識

して、在宅勤務の継続を希望しているため、新型コロナが終息した後も一定程度は在宅勤務を継続するこ

とが見込まれる。在宅勤務は、新型コロナが促した就業形態の構造的な変化の例と言えるだろう。 

 

（図表 6） 
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